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2 当局の調査結果 

中国管内で児童手当の認定・支給事務を担当する行政機関（国の機関 7、中国 5 県の県庁所在市の

一般住民向け担当課及び所属職員向け担当課、計 17担当課）における支給停止事務の取扱状況等を調

査したところ、次のような状況がみられた。 

  担当課が異動・退職者に関する情報を把握していなかったために、「支給事由消滅通知書」の交付

漏れ・遅延が生じた例、支給停止後に必要な手続の周知・説明が不十分であったとして受給者との間

でトラブルとなった例が複数あった。 

  受給者への周知・説明内容及び方法が、担当課によって区々であった。具体的には、調査を行った

一般住民向け担当課の全てが、「15 日ルール」を含む必要な手続を記載した「支給事由消滅通知書」

又は独自に作成した案内文書を受給者に交付している一方、所属公務員向け担当課では、5担当課が

口頭で周知・説明を行っており、そのうち 4担当課は、新たに認定請求が必要になることについては

伝えるものの、「15日ルール」については特段の説明を行っていなかった。 

 

3 行政苦情救済推進会議の意見 

 行政苦情救済推進会議で審議したところ、「『15日以内』という短い期間設定に照らし、実施主体は、 

新たな実施主体への認定請求がいつまでに必要であるか、受給者に確実に知らせることが重要ではな

いか。」といった意見が出され、次のように取りまとめられた。 

 

 

 

 

 

 

4 調査及び行政苦情救済推進会議の意見を踏まえた当局の検討結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省中国四国管区行政評価局 
http://www.soumu.go.jp/kanku/chugoku.html 

 

 

 

 
【本件照会先】 
首席行政相談官 長廻 晴彦 

 行政相談官    長網 智子 
電  話：082-228-6174 ＦＡＸ：082-228-4955 
Ｅ-mail： 
https://www.soumu.go.jp/hyouka/i-chihou-form.html 

当局は、児童手当の認定・支給業務に携わる管内の国の行政機関及び地方公共団体に対し、

支給停止事務に誤りが生じないよう注意喚起するとともに、受給者への周知方法を提案する。 

 

実施主体は、受給者の利益に配慮し、受給者への「支給事由消滅通知書」の交付を徹底するととも

に、支給停止後に必要な手続の周知・説明を、分かりやすい形で確実に行う必要がある。 

 

異動・退職等を理由に児童手当の支給が停止する受給者にとって、 

（ⅰ）異動・退職に伴い、実施主体からの児童手当の支給は停止すること。 

（ⅱ）引き続き受給するためには、新たな実施主体に認定請求を行う必要があること。 

（ⅲ）「15日ルール」によれば不支給期間が生じないこと。 

は、自らの利益にかかる重要な事項である。 

 

中国四国管区行政評価局は、児童手当業務に携わっている管内の国の行政機関及び地方公共団体

に対し、次の措置を行う必要がある。 

ⅰ)支給停止事務において誤りが生じないよう注意喚起を行うこと。 

ⅱ)異動・退職に伴い必要となる手続の受給者への周知・説明の在り方について検討を求めること。 
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資 料 

●「支給事由消滅通知書」の例 

（「市町村における児童手当関係事務処理について」（平成 28年 3月 24日付け府子本第 159号）別添

「児童手当市町村事務処理ガイドライン」様式第 12号） 

 

 


